
貸 借 対 照 表 

（平成２３年３月３１日現在） 

（単位：千円） 

資産の部 負債の部

流動資産 4,644,789 流動負債 2,778,110
現金及び預金 2,223,216 支払手形 1,273,809
受取手形 12,023 買掛金 523,002
売掛金 1,056,604 短期借入金 200,000
製品 368,880 未払金 165,544
外注品 2,922 未払費用 75,776
原材料 389,827 未払法人税等 287,300
仕掛品 280,823 未払消費税等 24,989
貯蔵品 121,412 設備支払手形 34,580
繰延税金資産 106,011 リース債務 4,627
その他 83,287 預り金 14,896
貸倒引当金 △ 220 賞与引当金 172,025

その他 1,557
固定資産 3,147,214
有形固定資産 2,366,106 固定負債 291,489
建物 1,140,110 長期リース債務 19,410
構築物 153,647 退職給付引当金 209,853
窯 130,442 役員退職慰労引当金 61,931
機械装置 643,077 その他 295
車輌運搬具 3,611 負債合計 3,069,600
工具器具備品 111,878
土地 172,029
建設仮勘定 11,309

無形固定資産 31,117
ソフトウェア 31,117 株主資本 4,529,185

投資その他の資産 749,990 資本金 480,000
投資有価証券 579,304 資本剰余金 277,830
関係会社株式 32,850 資本準備金 277,830
関係会社出資金 122,864 利益剰余金 3,771,354
長期前払費用 3,751 利益準備金 188,500
繰延税金資産 2,269 その他利益剰余金 3,582,854
その他 9,437 別途積立金 970,000
貸倒引当金 △ 8,160 固定資産圧縮積立金 106,308

繰越利益剰余金 2,506,545

評価・換算差額等 193,218
その他有価証券評価差額金 193,218
純資産合計 4,722,404

資産合計 7,792,004 負債・純資産合計 7,792,004

純資産の部
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個別注記表 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．資産の評価基準及び評価方法        

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

①子会社株式及び関連会社株式･･････移動平均法による原価法によっております。 

     

②その他有価証券                                        

   

時価のあるもの･･････決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定）

によっております。 

時価のないもの･･････移動平均法による原価法によっております。 

(2)  たな卸資産の評価基準及び評価方法 

製品、原材料、仕掛品及び貯蔵品は移動平均法による原価法（貸借対照表価額については収益性の

低下に基づく簿価切下げの方法）によっております。 

 

２．固定資産の減価償却の方法        

(1) 有形固定資産 

定率法を採用しております。ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（附属設備を

除く）は定額法を採用しております。 

なお、耐用年数及び残存価額については、法人税法に規定する方法と同一の基準によってお

ります。 

 (2) 無形固定資産及び長期前払費用 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用 

可能期間 （５年）に基づく定額法を採用しております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等特定の債権については、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており

ます。          

     

(2) 賞与引当金 

従業員への賞与の支払いに備えるため、従業員に対する賞与の支給見込額のうち、当事業 

年度に帰属する額を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に

基づき当事業年度末に発生している額を計上しております。数理計算上の差異は、各期の発生

時における従業員の平均残存勤務期間内の一定の年数（10 年）による定額法により按分した額

を翌事業年度から費用処理しております。 

(4) 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
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４．その他計算書類の作成のための基本となる重要な事項 

(1) リース取引の処理方法        

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引に

ついては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

(2) 消費税等の会計処理方法 

消費税等の会計処理方法は税抜方式を採用しております。 

 

 
（貸借対照表に関する注記） 

１．有形固定資産の減価償却累計額    10,531,920 千円 

２．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務 

(1) 関係会社に対する短期金銭債権   2,981,407 千円 

(2) 関係会社に対する短期金銭債務    148,991 千円 

４．天然ガス化推進補助金を受領したことにより、次の資産について取得価格から直接圧縮減額してお

ります。 

構築物     3,714 千円 

窯     57,671 千円 

 


